2008年度　都市計画　生活安全環境班　最終発表　2008/06/20

	エコタウンつくば　～低炭素好環境社会～
                             担当教官：吉野邦彦　TA：田中圭　班員：竹鼻・田村・柴田・島崎・菴木・鎌田


１．　背景

昨今、世界中で温暖効果のある二酸化炭素排出量の削減が話題となっている。つくば市は、昨年12月第一回つくば３Eフォーラムで「現在排出しているCO2を2030年までに50％削減する」ということを宣言し、今年5月には、政府が公募する「環境モデル都市」に立候補した。

つくば市におけるCO2排出量の現状を見てみると、およそ年間150万トン（2002年）であり、「民生」・「産業」・「運輸」の３部門で分けると、民生（家庭・業務）部門でのCO2排出量が全排出量の約半分を占め、その割合が非常に大きくなっている。これは、つくば市には他の自治体に比べ業務部門の中に含まれる研究機関が多く存在しているからであると推測される。市へのヒアリング、および資料調査の結果、研究機関は毎年環境報告書を作成し、それぞれで省エネ対策を行い、実際に成果を上げていることが分かった。今後も積極的にCO2削減を進めていくと考えられる。しかし一方で、家庭に関しては研究機関と比べ消費量やその内訳といった詳細は把握できていないこと、個々の家庭に対する具体的対策の提案も少ないことも判明した。研究所や学校よりも排出量は少ないが、CO250％削減のためには家庭でのＣＯ₂排出を無視することはできない。
２．　現状
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　表１はつくば市における　 表１． 部門別CO2排出量の実態　　　　　　　　　

部門別CO2排出量の実態である。ここにおける民生（家庭用）が家庭で排出されているCO2の量である。しかしこの数値は、家庭での自家用車由来の排出を含んでいない。そこで、これに運輸（旅客）に含まれている自家用車分を算定の上合算する。　　　　　
その結果は約３３．６万トンとなる。
この数値はより個人レベル日常生活を中心とした家庭部門排出量と考えられ、今回はこの数値を家庭の現状CO2排出量として考える。
３．　目的・方法
背景を踏まえ、私たちは家庭におけるCO2削減対策を考える。家庭でのCO2削減策として考えられるのは、意識的に行う削減行動、CO2排出量の少ない機器への移行、新エネルギーの新規導入などがある。まずアンケートにより、現在のつくば市の家庭
におけるCO2排出現状を把握し、その結果を元に、実行可能と思われるCO2削減対策を提案する。そして、それを行ったときのCO２削減量の算定を行う。これら一連の流れは図１に示す。
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図１．実習のフローチャート
４．　アンケート調査
つくば市としては家庭を対象とした、家庭内省エネルギー調査を行っていない。そこで、今回はアンケートという形でこれを行い、つくば市家庭の省エネ行動および意識を知る。その上で、排出量現状と省エネ意識行動を考慮して削減可能量を測定する。新エネルギーに関して導入の現状と可能性を把握する。
４．１　概要
対象：市内の一般家庭（主に筑波大学周辺）
有効サンプル数：109（180部配布、回収率61％）
配布期間：2008年6月9日、10日
回収日：2008年6月1１日

回答者情報（世帯人数、世帯種類、築年数、光熱費）

主要家電省エネ行動実態（冷暖房、テレビ、給湯設備、洗濯機、

パソコン、自動車、など）

太陽光発電システムに関して
自由記述（省エネに関して、ごみに関して）

アンケートの項目の一つ“主要家電省エネ行動実態”は、例えば「エアコンの冷房温度設定を２８度にする」などという、こちらが示す家電に関しての省エネ行動に対して、
１．すでに実施している

２．今後は行っていきたい

３．行う予定はない
の３つの選択肢からひとつを選択する方式をとっている。

４．２　結果
４．２．１　待機電力に関して
[image: image1.png]Iryav

TrE—8

R

OEfEHA
BSEE
oLt





図２．家電別待機電力対策
待機電力に関しては、図２のように待機電力をなくすことで省エネを図っている家庭は少ない。
４．２．２　太陽光発電
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今回のアンケートでは家庭で可能な新エネルギー導入の方法として「太陽光発電」に関して尋ねた。家庭における太陽光発電の導入状況と、今後の課題に関して考えた。
	導入済み
	10

	導入思案中
	20

	導入予定なし
	72


図３．導入状況
図４．導入しない理由
図３に太陽光発電システムの導入状況を、図４には導入しないとした人の理由を示した。
ここからわかるのは、今後、順調に導入が進んだとしても、導入されると予想される世帯数は、導入しないとされる世帯の半数以下である。
４．２．３　自由記述
自由記述に関しては“省エネ”“ごみ”に関しての二通りに関して記入してもらった。省エネに関しては「こまめに電気を消すようにしている」という回答が27件と非常に多く、その他にも「風呂の残り湯の利用」「水を出しっぱなしにしない」などの意見が見られた。ごみに関しては「エコバックを利用している」「過剰包装を断る」「コンポスターを利用して生ごみを出さない」などが主要な回答であった。
４．３　考察
CO2の削減に関して、今回のアンケートの結果をつくば市全体の規模が異なるだけで、集計に関すると考えるものとする。
４．３．１　待機電力
待機電力は一般家庭での電力消費の中の10％近くを占めるといわれている。主要な家電製品について、｢使わないときはコンセントを抜くかどうか｣を問うことで、待機電力を省いているかどうかを判断した。この結果から考察されたのは
· 日常的に使用されるものはコンセントを抜きにくい
· 期間限定で利用されるものは比較的抜かれる

ということである。また、待機時に電力を消費していることは認知されていると思われるが、容易に行動に結びつかないというのが現状であると推測することができる。また、使用しないときにコンセントを抜くという行為は、データの蓄積機能やタイマー機能のついた製品では躊躇される。待機電力消費削減の方策は利用者がわかりやすく容易に取り組めるように工夫する必要がある。

４．３．２　主要家電に関する省エネ行動
アンケートによって、主要家電製品において行える省エネ対策実施の現状を把握した。この結果を利用して、意識的に今後減らすことが可能とされるCO2削減量を算出する。アンケートにおける、省エネ行動各項目ごとの「これを期に実施予定である」つまり選択肢（２）を選択した人の割合を、つくば市全体規模に当てはめることで数値を出すようにする。計算式は以下のようになる。
省エネ意識によるCO2削減量＝

家電毎保有台数×対策項目毎削減率×実施予定割合
　　　　　　×つくば市全世帯数÷有効サンプル数
計算結果、約26055tのCO2が削減できるという結果になった。
４．３．３　太陽光発電

アンケートから得られた「今後太陽光発電を導入したい」という人の割合を、つくば市全体に当てはめてみる。その上で以下の計算を行い、今後太陽光発電によって減ると考えられるCO2量を推計する。
太陽光発電システム導入によるCO2削減可能量＝

現在使用している電力によるCO2排出量×(２)の割合×（１－太陽光発電によるCO2排出係数÷全電源由来CO2排出係数）
(2)の割合：0.196

太陽光発電によるCO2排出係数：0.05
全電源由来CO2排出係数：0.358
推計の結果、約18930ｔのCO2削減量が見込めるという結果が得られた。これは、つくば市が目標とする削減量の1.3％にあたる。

ただ結果を見る限り、まだまだ太陽光発電を導入しようとしている家庭は少ないことがわかる。そして導入をためらう理由の内訳からは金銭的問題が大きいということがわかる。比べて、効果がわからないという人が少ないことからは、導入予定はないがその効果に関してはある程度の知識を持っていることが予想できる。つまり、太陽光発電設置のためのコスト削減が望めれば、設置家庭を大幅に増やせる可能性が出てくると思われる。

５．ヒアリング

アンケートの結果を元に３つの削減対策方針を考え、その実現可能性を知るためにヒアリング調査を行った。

５．１　概要

対象場所：つくばセンター

ヒアリング日時：2006年6月18日

対象：20～60台の男女90人
質問項目①太陽光補助制度の改善が行われた場合
　　　　②電化製品の買い替え促進政策
　　　　③待機電力削減対策
５．２　結果
表．２　各方針の導入可能率

	
	導入可能率

	太陽光補助制度が改革
	52％

	省エネ製品への買い替え補助
	28％

	待機電力対応機器
	32％


６．　分析・提案
アンケートで得られた結果をもとに、ここではいくつかの家庭におけるCO2削減プランを提案する。

６．１．１　電力買取制度改革

電力買取制度の改革を行う。アンケート調査では、太陽光発電導入の予定がない理由として「メリットが不明確」という意見が多数あった。さらに、将来も同じ価格で買い取ってもらえる保証もない。そこで、我々は家庭で発電した電力を発電コスト以上の買取価格を設定し電力会社が買い取ることを義務付ける電力買取制度を提案する。

　

削減可能量

電力によるCO2排出量×導入すると答えた人の割合
×（１－太陽光発電によるCO2排出係数÷全電源平均CO2排出係数）

13368.2×0.27×(1－0.053÷0.358)≒26080ｔ

家庭部門のうち14％（全体で1.7％）削減
６．２　補助金制度

現在の住宅用太陽光発電システムの平均容量は3,59kwhで、導入にかかる平均価格は約260万円である。国からの補助金は2005年に打ち切りとなり、現在はつくば市からの補助金のみである。つくば市からの補助金は、1kwhあたり4万円で上限3kwhつまり12万円までとなっている。これでは260万円という金額のうちのごく僅かにしかすぎない。

太陽光発電システムの導入を促すため、化石燃料や電力の使用に環境税を課し市民から資金を集め、導入金額の半額補助することを提案する。市民によるアンケート調査でも「半額補助されれば導入を検討する」という意見が複数あったことから、この制度を実現することができれば更なる太陽光発電システムの導入を図ることができると考えられる。

削減可能量
電力によるCO2排出量×導入すると答えた人の割合

　　　　　　　×（１－太陽光発電によるCO2排出係数÷全電源平均CO2排出係数）

13368.2×0.52×(1－0.053÷0.358)≒50227ｔ

家庭部門のうち26％（全体で3.0％）削減

６．３　省エネ製品買い替え補助

新しい家電は従来のものと比較すると省エネ効果が高くなっている。しかしアンケート調査では、古い年式の家電を使用している家庭が多いことが判明した。そこで、省エネ効果の高い電化製品への買い替えを促すため、買い替えの際に上限1万円程度の補助金を支給することの提案を行う。特にルームエアコンに関しては耐用年数を過ぎても使用している家庭もあり、新しいものに変えたときとの消費電力の差は大きく、効果的な省エネが見込まれる。

削減可能量

ここでは、家電の中で比較的効果の高いルームエアコンについて扱う。さらに1993年製のものから2007年製への買い替えることを前提で考える。待機電力は、1993年製のもので1302kwh、2007年製で865kwhとなっており、買い替えを行うことで年間約157kgのCO２削減できる。つくば市全体で行うと約3463ｔの削減することができる。これは、家庭部門のうち1.8％にあたる。

６．４．１　待機電力の削減
一般家庭での電力消費のうち10％近くを待機電力で占めるといわれている。しかしアンケート調査の結果では、待機電力の削減に関する省エネ行動を行っている市民は少なかった。この要因として「コンセントが抜きにくい場所にある」「日常的に使用するものはコンセントを抜きにくい」が考えられる。そこで私たちは誰でも容易に行うことができる「リモコン操作で簡単に待機電力を削減できる製品（節電くん）」の販売促進について提案する。
６．４．２　節電くん

この製品はコンセントに差し込むだけで待機電力を削減できるものである。コンセントの上からこの製品を差込みその上から各家電のコンセントを差し込む。すると、リモコンで電源のON/OFFを切り替えることができる。これは、容易に行うことができると考えられるのでこの製品の販売を促進することで、各家庭で待機電力の削減が期待できると考えられる。

削減可能量

今回は待機電力に関する省エネ行動でのCO₂具体的削減量の値が出ているエアコン・テレビ・洗濯機・電子レンジに関して扱う。この４つ家電について節電くんの使用により「使わないときはコンセントを抜く」と同じ効果が得られると考え計算する。

　

一台あたりCO2 排出削減量×各家電の保有台数×節電くん買うと答えた数×世帯数

これを４つの家電で行うと年間CO2削減量は1.28ｔで家庭部門の0.0007％となる。

７．　まとめ
アンケートより算出できたCO2削減量は家庭の省エネ意識によって削減できるものである。当初の目的であった、意識的に変えることが可能な家電製品からの削減と、現状でも太陽光発電システム導入に積極的である家庭からの新エネルギー利用による削減量が内訳である。

　表３．　アンケートからの削減可能性
	家電製品による削減可能性
	26055ｔ

	太陽光発電による削減可能性
	18930ｔ

	計
	44985ｔ


個人レベルでの導入ができない削減政策の提案は
太陽光発電半額補助制度導入、太陽光発電電力買取制度、家電製品の買い替え、待機電力削減コンセントの導入
の四政策であり、導入されたと仮定した場合のCO2削減量は表４のようになる。
表４．　政策での削減可能性
	太陽光発電半額補助制度導入による削減可能量
	50227ｔ

	太陽光発電電力買取制度導入による削減可能量
	26080ｔ

	家電製品の買い替えによる削減可能量
	3463ｔ

	待機電力削減コンセントの導入による削減可能量
	1.3ｔ

	計
	79771.3ｔ


アンケートおよび提案により削減されるCO2の量を、今回の実習での最終的な削減値とする。
よって今後つくば市における制度が理想的に進むとすると、つくば市の家庭部門からは
124756.3ｔ
のCO2削減が見込まれる。

８．　今後の展望
今回の実習では家電製品や太陽光発電などエネルギー起源の二酸化炭素排出について調査した。しかし、二酸化炭素はそれ以外の場所からも出ている。植物・生物由来のものなどエネルギー起源でない二酸化炭素については、国もつくば市もあまり調べられていない。二酸化炭素よりも温室効果があるメタン等の排出や森林からの酸素などはこれから考えなければいけない点ではないだろうか。
参考：古いエアコンを省エネ型に買い換えよう

家庭で消費される電力の中でも、エアコンによって使用される割合は比較的大きい。エアコンは年々省エネ効率が上がってきている。ここでは、アンケートの結果を元にエアコンの買い換えによるCO2削減量を推定する。

今回の推計に関する取り決めは
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　　　　　図５．　エアコンの消費電力量の推移
· エアコンの耐用年数を15年とし、それ以上を買い換え対象と仮定する。

· 経年15年以上のエアコンの性能は、一律に13年前のエアコンの性能と同等とする。図５
· データは日本冷凍空調工業会が示す「壁掛け型冷房能力2.8kW省エネルギー型の代表機種」の物とする。

· 家庭における対象エアコン台数は、今回のアンケートにおいて確認された台数のみを考慮した割合を使用。

· 台数が複数台だが、年数が一台分しか記入されていないものは、集計台数は所有エアコン数の半数（0.5は切り上げ）として計算する。

集計の結果、経年15年以上のエアコンは33台であった。この割合をつくば市に当てはめてこれにエアコンの省エネ分と合わせて計算することで、おおよそ5000tのCO2削減が見込めるという結果が得られた。これはつくば市の目標削減量の0.6％に値する。
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